
                                                 事   務   連   絡 

平成２３年３月２０日 

 

      都道府県 

 各  指定都市 障害保健福祉部（局） 御中 

      中 核 市 

 

                厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

                          企画課自立支援振興室 

 

 

視聴覚障害者等への避難所等における情報・ 

コミュニケーション支援について      

 

 標記については、別添３月１１日付事務連絡（『３月１１日に発生した｢東北

地方太平洋沖地震｣により被災した要援護障害者等への対応について』障害保健

福祉部企画課、障害福祉課、精神・障害保健課３課連名事務連絡（抜粋）及び、

『３月１１日に発生した｢東北地方太平洋沖地震｣により被災した視聴覚障害者

等への避難所等における情報・コミュニケーション支援について』自立支援振

興室事務連絡）により、視聴覚障害者情報提供施設等と連携し、万全の対応を

期すよう避難所等における具体的な支援例を示しお願いしているところです。 
 

 現在、被災地以外の都道府県においても多くの被災者や避難者の受け入れが

行われているところですが、被災地は勿論のこと避難地においても、視覚障害

者や聴覚障害者等に対しては、特に情報・コミュニケーション支援が重要とな

ります。 
 

 避難地の都道府県等におかれましても前記事務連絡に基づき情報・コミュニ

ケーション支援にご配意頂くとともに、各市町村、避難所等に周知頂きますよ

う宜しくお願いいたします。また、被災地の県等におかれましても引き続き情

報・コミュニケーションの支援にご配意を宜しくお願いいたします。 
 

 なお、現地の人材だけでは対応できない状況も考えられることから、今後、

被災自治体等の要請に応じて全国からの手話通訳者やろうあ者相談員などの関

係者の派遣を調整することとしており、現在、関係団体で構成する｢東日本大震

災聴覚障害者救援中央本部｣等と検討を進めています。 

 おって、詳細が決まり次第ご連絡いたします。 



（抜粋） 

事    務    連    絡 

平成２３年３月１１日 

 

   都道府県  

 各 指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中  

     中 核 市  

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部   

企  画  課   

障 害 福 祉 課   

精神・障害保健課 

 

３月１１日に発生した「東北地方太平洋沖地震」により被災した 

要援護障害者等への対応について                              

 

 

 １～５（略） 

 

 ６．被災された視聴覚障害者等に対する情報・コミュニケーション支援について

被災された視覚障害者や聴覚障害者等に対しては、特に情報・コミュニケーシ

ョン支援が何より重要となります。管内被災市町村における避難状況等を踏ま

え、点字や音声、文字等による災害情報等の提供、手話通訳者等の派遣などの

情報・コミュニケーション支援について、視聴覚障害者情報提供施設等と連携

し、万全の対応を期すようお願いします。  

 

 ７～９（略） 
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